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　「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に
関する条約」（以下、「ラムサール条約」という。）
事務局は、2018年に「世界湿地概況」（以下、「世
界湿地概況2018」という。）の初版を出版しました。
世界湿地概況2018は、私たちに、湿地の現状とそ
の価値への理解を進めるよう働きかけ、また、湿
地が保全され、賢明に利用され、すべての人が湿
地の価値を理解し尊重するよう推奨しました。この
ような文献は、他に類がありません。世界湿地概
況2018は、湿地の劣化と喪失が地球規模で広範囲
に進み、それによる負の影響が私たちに及んでい
ることに警鐘を打ち鳴らしました。そして、私たち
がこの問題に広く注意を喚起するきっかけとなりまし
た。
　世界湿地概況2018が出版されてからほんの数年
のうちに、世界は、新型コロナウィルス感染症のパ
ンデミックにより大きく変わってしまいました。それ
は計り知れない喪失をもたらし、私たちの生活のほ
ぼ全ての局面に影響を及ぼしました。またコロナ禍
は、湿地を含む自然が、人間の健康や幸福にとっ
て重要で、高い価値があることを私たちに認識させ
ました。
　国連総会は、2021年8月30日の決議において、
毎年2月2日を国連が定める「世界湿地の日」とする
ことを宣言しました。湿地が人間と自然にとって重
要であり、そして持続的な開発を達成するのに欠く

まえがき
私たち人間はみな、自分たちの生活や生計、
健康や幸福を湿地に依存し、湿地と関わりをもって生きています。

ことができないものであることが再確認されたので
す。それは、ラムサール条約採択の50周年を祝う
のにふさわしい出来事でした。しかし、この「世界
湿地概況：2021特別版」（以下、「世界湿地概況
2021」という。）がはっきりと示すように、湿地の
保全と賢明な利用について賞賛すべき多くの先進
事例がある一方で、湿地の喪失が続いているとい
う状況は変わっていません。
　私たちが、湿地と湿地がもたらす生態系サービス
（生物多様性、水、生計、気候変動緩和）を最も
必要とする時に、コロナ禍は起きました。ラムサー
ル条約は、採択された時と同じように大きな意味を
持ち続けています。その条約の履行は、かつてな
いほど重要なものとなっています。
　生物多様性の喪失と気候変動とは密接に絡み
合っています。また、持続可能な発展は前例のない
自然の喪失の流れを食い止め、これを逆転させる
取組みを加速することによって初めて成し遂げるこ
とができます。こうした認識が広がりつつあること
は希望の光です。パンデミックに対する経済対策な
どは、かえって状況を好転させるきっかけにもなり
ます。湿地がもたらす恩恵を最大限に活用し、より
潤った湿地を取り戻しましょう。
　これは分水嶺となる変革かもしれません。この世
界湿地概況2021がその変革に貢献できることを
願ってやみません。

マルタ・ロハス・ウレーゴ
事務局長

レイ・グアンチュン（雷光春）
科学技術検討委員会
（STRP）議長
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要旨
世界湿地概況2021は、ラムサール条約50周年を機に作成された。
世界湿地概況2021は、世界や地域の30以上の湿地評価とその他の
最近の科学的知見を引用しながら、パンデミックとその影響、2018年
以降の湿地の傾向、賢明な利用と保全に関する教訓、そして、湿地
が直面する課題に対応する際にラムサール条約をどのように活用できる
かについて述べている。

　コロナ禍によって私たちの健康と環境についての
考え方はすっかり変わってしまった。精神的健康を
含む広い意味での健康にとって自然環境が重要で
あるという認識が深まった。
　新しい疾病の４分の３ほどが動物由来であること
を考えると、生態系の劣化と配慮のない野生生物
取引の両方によってパンデミック（感染爆発）発生
のリスクが高まっている。
　その間に、乳児下痢症のような水が媒介する疾
病は、湿地の管理が行き届かないところで増加し、
毎年何百万人もの人の命を奪っている。

　人々の健康と暮らしは適切に管理された湿地に
依存している。新たに発生した人獣共通感染症の
制御には、健全な生態系の適切な管理と、在来の
生物多様性の維持が不可欠であるとの認識が広
まっている。湿地における生態系アプローチは、「ワ
ンヘルス」の原則のもとですべての人に健康上の利
益をもたらしている。

　湿地の劣化は広範囲にわたっている。しかしなが
ら、湿地の生態学的特徴について、多くの湿地は
未だに「悪い」というより「良い」状態であると報
告されている。生物多様性の喪失は土地利用の変
化に結びついており、そして喪失は今も進んでいる。
湿地の生態学的特徴の改善は、ラムサール条約に
定める「戦略計画」の実施状況と関連している。

　気候変動は予想を超える速さで起きている。変
動は閾値を超えており、（湿地と人々にとって）大き
な変化は避けられない。湿地は、特に海面上昇、
海面温度上昇によるサンゴの白化、水文学的な変
化による影響を受けている。北極圏と山岳地帯の
湿地はとりわけリスクにさらされている。多くの地域
で、気候変動によって洪水と干ばつのリスクが増大
している。

　湿地は気候変動に対する解決策の一翼を担う必
要がある。湿地のもたらす恩恵と損失による経済的
な影響が認識されるようになったのはごく最近のこ
とである。水の基本的供給は重要な要素であり、
湿地は水の安全保障に不可欠である。攪乱をうけ
ていない泥炭地と沿岸ブルーカーボン生態系（塩
性湿地、マングローブ林、海草藻場その他）は強
力な炭素吸収源であるが、劣化すると温室効果ガ
スの著しい発生源ともなってしまう。湿地に関連す
る行動を、国の気候変動適応と防災減災の計画だ
けではなく、国が決定する貢献（NDCs）に組み
込むことがますます必要とされている。

　農業が湿地に与える影響がより明らかになりつ
つある。農業は湿地を劣化させる主要な要因であ
る。しかし、持続可能な食糧生産の未来は、健康
な湿地と湿地の賢明な利用にかかっている。国際
的に重要な湿地（以下、「ラムサール条約湿地」と
いう。）の半分以上が農業により悪影響を受けてい
る。この傾向を逆転させるために、農業の変革が
急務である。

　農業・都市開発・湿地管理の分野横断的な統合・
調整を強化する必要がある。湿地の改変を止め、
水の過剰な利用と汚染を減少させるため、大きな変
革が必要となる。湿地を取り入れた都市計画は、
住民をより健康に、より幸福にする。ラムサール条
約は、都市の湿地の保護に向けて非常に優れた手
段を講じた自治体を認定するため、「湿地自治体認
証制度」を導入した。

　幅広いステークホルダーの関与によりガバナン
スと管理が多様化し、地元住民の主体性が高まっ
たが、緊張は残っている。ジェンダーを含む人権の
保護を湿地保全活動の前提条件とする必要があ
る。環境危機の甚大さが認識されたことで、逆に
湿地の保全と管理に新たなパートナーを迎えること
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となった。

　国際政策を結集することにより積極的な変化を
促すことができる。「愛知目標」の達成に失敗し、
国連の持続可能な開発目標（SDGs）の取組に遅
れが生じていることを考えると、新たなアプローチ
が必要とされている。気候変動枠組条約による国
が決定する貢献（NDCs）の中には湿地に言及す
るものもあるが、特定の行動や目標を含むものはほ
とんどない。持続可能な開発、生物多様性、気候
変動に向けた行動が結集されつつあることを考え合
わせると検討中の「ポスト2020世界生物多様性枠
組」は、希望を与えてくれる。

　湿地は、生物多様性、気候変動そして持続可能
な開発に対する地球規模の積極的な関与を実現す
るうえで極めて重要である。湿地の多方面にわたる
役割を含む自然を活用した解決策（NbS）は、人
間が構築したインフラに焦点を絞った社会から脱却
するのに役立つ。

　ラムサール条約が採択されてから半世紀が経過
し、その使命はかつてないほど差し迫っている。
湿地の恩恵を継続的に享受しながら、湿地に必要
な保護をしていくためには世界的な協力が必要であ
る。湿地の管理に関する国際協議と合意形成を行
う場として、ラムサール条約は中心的な役割を担う。
ラムサール条約湿地は、さまざまな環境条件、制
度上の圧力、管理体制の下で、持続可能な湿地管
理を達成するための実験室の役割を果たしている。
　ラムサール条約は、SDG指標6.6.1の共同管理機
関として、持続可能な開発目標（SDGs）、生物多
様性および気候についての国際目標など、湿地に
関する地球規模の目標を達成するため、行動を促
進し、進捗確認を行うなどの手段を提供する。
　ラムサール条約は、「国連生態系回復の10年」の
期間、湿地の復元のために積極的な取組となりう
る基礎を提供する。
　湿地の良好な管理、種の保全状況の改善、生態
系回復の進展、水の安全保障または緩和措置によ
る便益など、成功事例は数多く存在する。しかし
ながら、世界の湿地は未だに危機的な速度で失わ
れている。ラムサール条約の持つ潜在的な力が十
分に発揮されて、その実施が強化されなければなら
ない。

気候

湿地

生物多様性 持続可能な開発
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世界湿地概況の初版は2018年に出版された（Ramsar 
Convention2018a）。同書によると、世界の内陸および
沿岸にある湿地の面積は、今でも12億ヘクタールとカナダ
より広い面積を占めているが、他方で、データから分かる
範囲だけで、1970年以降急速に減少を続けており、すで
に自然の湿地の35％が失われている。現在残っている湿
地も、排水工事、汚染、侵略的外来種、持続可能ではな
い利用、流域環境の分断そして気候変動のために劣化し
続けている。それでもなお、食糧安全保障から気候変動
の緩和まで湿地が提供する生態系サービスは膨大で、陸
上生態系のそれを大きく上回っている。

はじめに
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　2018年終わりに開催された第13回締約国会議で
は、世界湿地概況2018に触発されたこともあり、
多くの重要な決議の中で、ラムサール条約における
今後の優先事項が明らかにされた。例えば、泥炭
地、ブルーカーボン生態系、持続可能な農業、先
住民族の文化的価値と慣習、そして湿地生態系サー
ビスの迅速評価などである。
　以来、今日まで、世界は根本的な変化にさらさ
れている。最も劇的な変化は、地球規模のパンデ
ミック（深刻な感染症の世界的大流行）である。
　この世界湿地概況2021特別版は、条約の50周
年の機会に、世界湿地概況2018を補完するものと
して発刊された。この特別版は、新しく公表された
いくつかの重要な研究（BOX１参照）、すなわち、
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）、生物多
様性と生態系サービスに関する政府間科学政策プ
ラットフォーム（IPBES）による分析に始まり、ダス
グプタ・レポートのような経済的研究、そしてＧ7や
Ｇ20による公式声明、などをふまえている。情報
源は可能な限り幅広い観点から選ばれており、これ
らの全てに、（1）気候危機、（2）破滅的な生物多
様性の喪失を含む地球規模の生態系の危機、（3）
根本的な社会変革の必要性、という3つのきわめて
重要な事項の関連性が認められている。

　湿地は、いつの時代も人類に便益を与えてきた。
しかしながら、これらの便益の大きさとそれらの喪
失がもたらす結果について認識されるようになった
のは、つい最近のことである。持続可能ではない
利用と不適切な湿地管理は、生態系サービスの喪
失のみならず、疾病を含む人間にとって直接的なリ
スクをもたらすこともある。IPBESをはじめとする国
際的なやりとりを通して、湿地の生態系サービスと、
それらの賢明な利用における役割について、私たち
の理解は深まった。生態系サービスや、気候の安定
化、そして健康の便益を全ての人にもたらす上で、
「自然を活用した解決策」（nature-based solutions）
および湿地とその集水域での生態系アプローチ
（ecosystem approach）は、根本的に重要である。
　世界湿地概況2021特別版のパート１は、コロナ
禍とこれが示唆するものについて考察する。パート
２は、前述した研究などを参考にし、とりわけ湿地
への応用を意識しながら、2018年以降に私たちが
学んできたことを要約する。パート３は、湿地と人々
とが将来どのように良い関係を築いていけるかにつ
いて、新研究が私たちに何を示唆するかを論じる。
パート４は、湿地が直面する課題に対応する際にラ
ムサール条約がどのように力を発揮できるかを評価
する。
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出版年 評価資料 範囲 責任団体

2017/2019 Global Land Outlook Global/regional UNCCD

2018 Land Degradation and Restoration Global /regional IPBES

2018 Special Report： Global Warming of 1.5℃ Global IPCC

2018 Global Wetland Outlook Global Convention on Wet-
lands

2018 Mediterranean Wetlands Outlook 2 Regional Med. Wetlands Obs. & 
MedWet

2018 Biodiversity and Ecosystem Services Global/ regional IPBES

2019 Special Report on the ocean and 
cryosphere

Global IPCC

2019 Global Environment Outlook 6 Global UNEP

2020 State of World Fisheries and 
Aquaculture

Global FAO

2020 State of Food and Agriculture Global FAO

2020 World Water Development Report Global UNESCO

2020 Living Planet Report Global WWF

2020 State of Nature in the EU Regional EEA

2020 State of the World’ s Forests Global FAO

2020 World Heritage Outlook Global IUCN

2020 State of the World s̓ Fisheries Global FAO

2020 The Economics of Biodiversity：  
The Dasgupta Review

Global UK Government

2020 Report on Human Rights and the 
Environment

Global UN

2020 Mapping and Assessment of Ecosystems 
and their Services

Regional EU

2020 Global Biodiversity Outlook 5 Global CBD

2020 World Disasters Report Global IFRC

2021 Sustainable Development Report Global UN

2021 Global Risks Report Global WEF

2021 Local Biodiversity Outlooks 2 Global FPP and others

2021 Nature, Biodiversity and Health Global WHO

2021 Climate Change 2021： The Physical 
Basis

Global IPCC WG1

2021 G7 Climate ministers’ communiqué Global G7

2021 Atlas of Rangelands Global ILRI

2021 G20 Environmental communiqué Global G20

2021 The Economic Case for Nature Global The World Bank

2021 Unearthing Investor Action on 
Biodiversity

Global Credit Suisse

BOX 1
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1. �すべてを変えてしまった� 	
1年
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「世界湿地概況」の初版（Ramsar Convention 2018a）が
出版された18か月後、パンデミックが世界を席巻し、社会の
あらゆる局面に影響を与えた。ラムサール条約に対しても、
経済活動、条約の実施、条約湿地の管理などに著しい影
響があった（Waithaka 2021）。コロナ禍は、政策決定者と
市民社会による環境と健康とのつながりに対する見方に、最
も顕著に影響を与えたのではないだろうか。そこで、この特
別版は、湿地と健康の考察から始める。
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　2020年、IPBESは生物多様性とパンデミックの
問題について意見を述べた。そこで述べられた以
下の総括は、湿地の管理者と政策決定者にとって
きわめて重要である。
•  �パンデミックは自然界に存在する微生物の多様
性から発生している。

•  �人間による生態系攪乱と持続不可能な消費行
動が、どちらもパンデミックのリスクを高めてい
る。

•  �人間が引き起こす地球環境の変化を減らすこと
は、パンデミックのリスクを減らすかもしれない。

•  �土地利用の変化は、新たに生じる疾病の原因
の30％以上を占めている。

•  �野生動物の取引と消費は、世界的に見て、将来
のパンデミックにとって重大なリスクである。

•  �現在のパンデミック対策戦略は、発生後のコン
トロールを目的としており、（発生から対策が取
られるまでの）その過程でしばしば生物多様性
に損害を与えている。

•  �パンデミックの時代から脱出するためには、根
本的な社会変革を促進する政策判断が必要で
ある。

　IPBESは、科学的証拠によると「パンデミックは
より頻繁なものとなるだろう。予防的な戦略なくして
は、パンデミックは、より頻繁に発生し、より急速
に蔓延し、より多くの人の命を奪い、そしてかつて

1.1 パンデミックは、健康と環境についての
私たちの考え方を根本的に変えてしまった
主要なメッセージ
1.	 私たちの健康にとって自然が重要であるという認識が深まっている。こ

こでいう健康には、コロナ禍に伴うロックダウンによって明らかとなった
精神的な健康も含む。

2.	新しい疾病の4分の3ほどが動物由来であることを考えると、生態系の
劣化と配慮のない野生生物取引の両方によって、破滅的なパンデミック

（感染爆発）発生のリスクが高まっている。
3.	不衛生な水によって伝染する乳児下痢症のような水が媒介する疾病は、

湿地の管理が行き届かないところで増加し、毎年何百万人もの人の命を
奪っている。

ないくらいの壊滅的な打撃を世界経済に及ぼすも
のとなるだろう」と結論付けている。
　発生する疫病の4分の3は、動物から人へと感染
する、動物由来のものである（Taylorほか 2001）。
野生動物の取引（Shivaprakashほか 2021）、農業
の集約化（White & Razgour 2020）、そして湿地
を含む生態系の劣化（Van Langeveldeほか2020；
Lugassyほか 2021）、によってパンデミックのリスク
は増加している。生物多様性の喪失により、疾病
の発生と蔓延のリスクが高まるためである。これら
のことから、戦略的な湿地の保全は、パンデミック
の重要な予防戦略とされている（Wuほか 2020）。
しかし、現時点では、戦略とは正反対のことが起こっ
ている。例えばマラリアの蔓延をコントロールする
ために湿地の排水工事をする（Martinouほか 
2020）というように、健康のために行う多くの戦略
が湿地を破壊し、湿地に依存する種に打撃を与え
ている。
　単純な解決策では、効果は出ない。今回や将来
のパンデミックに対応するためのこれからの管理方
法は、全体的な福祉はもちろん、保健政策のため
にも、統合的水管理という手法を含んだものである
必要がある（Kotze 2021）。疾病の発生の可能性
を最小化しつつ重要な生態系サービスを維持する
よう、便益とリスクのバランスを慎重にとる必要が
ある。
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　健康でいることの恩恵は、身体的なものだけで
はない。パンデミックの経験から得られたもう一つ
の教訓は、ストレスを感じ、怯え、閉じ込められた
人々にとって、湿地、とりわけ都会の中の湿地は精
神的なよりどころとして重要な役割を果たしている
ということである（Fagerholmほか 2021；Reeves
ほか 2021a）。
　湿地は、人類の健康と他の多くの点でも関係し
ている。不衛生な水が原因で、毎年何百万という
人が亡くなっており、そのうち50万人以上が、乳児
下痢症により死亡した子どもたちである（Dadonaite 
2019）。これもまた、不十分な湿地管理の結果であ
ることが多い。よく管理された流域では、よりきれ
いな水が流出する（Liu & Bergen 2018）ことから、
保健衛生政策において、統合的湿地管理は重要な
要素である。パンデミックは、健康に関する湿地の
役割に人々の関心を集めた。湿地の管理を改善す
れば、多くの他の疾病に対しても効果をもたらすで
あろう。
　なお、本書の3.2節では、湿地の持続可能な管
理がいかに人類の健康を支えるものかについて説
明している。

ラムサール条約の関連資料
および決議
ラムサールテクニカルレポートNo.7：
ラムサール条約湿地疾病マニュアル：
湿地における動物の疾病（家畜伝染病）
の評価、モニタリングそして管理のガイ
ドライン

ラムサールハンドブックNo.4：鳥インフ
ルエンザと湿地

BOX 2
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2. �世界湿地概況2018の� 	
発行後に新たに判明した
こと
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世界湿地概況2018は、湿地がどれほど喪失しているかを 
示した。それ以降の研究では、湿地の生態学的特徴への
影響と、もしこの傾向を止め、逆転させることができなかっ
た場合に人類が何を失うことになるかについて更に注目して
きた。
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　世界の総湿地面積の推定値は、直近で、少なく
見積もっても15〜16億ヘクタールである （Davidson 
& Finlayson 2019による世界湿地概況2018後の更
新）。世界湿地概況2018では、湿地面積は引き続
き減少しており、世界のすべての地域において土地
の転用と損失が続いていると報告されている。
1970年以降、内陸湿地に依存する種の減少は、他
の生物群系（バイオーム）に依存する種よりもはる
かに進み、絶滅の危機に瀕する種が増えている。
　ラムサール条約締約国は、条約への国別報告書
を通じて国内湿地目録に基づいた湿地の面積を報
告している。これは、ラムサール条約が国連環境
計画（UNEP）と共同管理している水関連生態系
の広がりの経時変化に関するSDGs指標6.6.1を検
証するための基礎となる。（UN DESA 2021；
BOX13決議XIII.7を参照）。締約国は、2018年に
国別データの報告を始め、続いて2021年に第14回
締約国会議（COP14）に報告し、3年ごとに更新
されるSDGs 6.6.1に関する国別有効データを提供
する。（UN ECOSOC 2021）。湿地の面積、分布、
傾向に関するデータはまだ不完全だが、締約国によ
る湿地目録の完成と更新の努力に伴い精度は向上
しており、今後の湿地の評価と展望に役立つ。
　世界湿地概況2018には、残存湿地の生態学的
特徴の現状は報告されていない。生態学的特徴と
は、特定の時点でその湿地を特徴付ける生態系の
構成要素、プロセス、恩恵・サービスの組み合わ
せである （Ramsar Convention 2005）。2018年以

2.1 湿地の面積と状態は世界的に悪化の
一途をたどっている
主要なメッセージ
1.	 現在、世界の湿地における生態学的特徴の劣化がますます広範にわたっ

ているにもかかわらず、むしろ状態が良いと報告されている。
2.	生物多様性の損失は相変わらず続いているが、損失についての理解は以

前より進んだ。
3.	農業をはじめとする複数の発生源からの汚染物質によって、湿地の生態

系は劣化し続けている。
4.	湿地の生態学的特徴の改善は、ラムサール条約が定める戦略計画の具

体的項目の実施にかかっている。

降に発表された3つの研究が、この現状把握に役
立つ。まず1つ目は、COP11、COP12、COP13に
おいて締約国が条約事務局へ提出した国別報告書
の定性的報告を分析し（Davidsonほか 2020a）、
他の2つは、2017年と2020年に実施された定性的
市民科学による湿地状態について報告している。
（McInnesほか 2020；Simpsonほか 2021）。2021
年には締約国はすでに国別報告書を提出しており、
これらの情報を利用して、2022年COP14において、
条約事務局による世界の湿地に関する実施報告が
発表されるはずである。
　これらの分析から世界的に湿地の衰退が続いて
いる全体像が浮かび上がる。2011年と2014年には、
ラムサール条約湿地の生態学的特徴が「悪化」よ
りも「改善」との報告をした締約国の方が多かった。
（Davidsonほか2020a）。2017年には、「改善」と「悪
化」を報告した締約国は同数であり（図1）、全体
的な傾向は「悪化」だった。さらに、全体として湿
地の生態学的特徴の状態は「改善」よりむしろ「悪
化」と報告した締約国がより多かった（Davidson
ほか 2020a）（図1）。しかし、大部分のラムサール
条約湿地の現状に関する情報は、古くなっている
か、更新途中のため、包括的な現状評価ができな
い。（Convention on Wetlands 2021a；Davidson
ほか 2020b）。
　2017年と2020年の両年において、市民科学者は、
より多くの湿地の生態学的特徴が、「悪い」状態よ
りも「良い」状態にあると報告した（McInnesほか 
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図 1
ラムサール条約湿地およびすべての湿地の生態学的特
徴の現状は、COP11、COP12、COP13の際に締約国
から国別報告書を通して報告された。2017年のラムサー
ル条約湿地の生態学的特徴指数（ECSI）は0であった。

図 2
この図は、締約国が戦略計画の国内実施状況について、
生態学的特徴の状態が悪化または改善と回答したすべ
ての湿地とラムサール条約湿地の比較を示す。
数値は、COP13に向けた国別報告書およびDavidson
ほかのデータ（Davidsonほか 2020a）から引用。

2020；Simpsonほか 2021）。更に、上記の2つの
市民科学調査では、条約の締約国のほとんどの地
域で、湿地の状態が「改善」（2017年：回答の
21％、2020年：29％）よりも「悪化」（2017年： 
36％、2020年：52％）の方が多いと報告された。
2018-2020の3年間、この傾向は継続している。
（Simpsonほか 2021）。すべての湿地とラムサール
条約湿地の両方において最も広範囲に状態が悪化
したと報告されたのは、アフリカとラテンアメリカ・
カリブ諸国であった（McInnesほか2020）。ラム
サール条約湿地の外側よりも内側の方が、湿地の
状態が広範囲にわたって悪化していることに市民科
学者は気づいた（McInnesほか 2020；Simpsonほ
か 2021）。
　すべての湿地およびラムサール条約湿地の状態
が改善していると報告した締約国は、ラムサール戦
略計画2016-2024に基づく活動を平均より多く実施
しているとの報告があった（BOX 3を参照）。した
がって、条約に基づく取組の実施は湿地の状態の
改善に関連していると思われる。2018年の締約国
会議で、締約国は、実施すべき戦略計画行動を約
半分（50.5％）しか実施できなかったと報告した。
したがって、多くの国で戦略計画のさらなる実施が
緊急に必要である（図2を参照）。
　生物多様性の損失は土地利用の変化に強く関連
しており、損失は増加し続けると予想される。最近
の調査は、湿地の変化の要因に焦点が当てられて
おり、土地利用の変化および、汚染の副作用の両
方を特定している。また、気候変動の影響はより
着実に、より顕在化してきている。IPBES（BOX4
参照）の主な報告書では、湿地の生態系サービス
の供給における生物多様性と傾向に関する主な
データを提供している。

ラムサール条約の関連資料 
および決議
決議XII.2：ラムサール条約戦略計画2016
-2024

決議XIII.5：ラムサール条約第4期戦略計
画のレビューに関する決議

BOX 3
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　水質もまた、多様な原因による汚染の結果、悪
化し続けている。世界のほぼ半数は、まだ衛生設
備が整っておらず（UNICEF&WHO 2020）、栄養
負荷、特に農業から窒素とリンが高い水準にある
（Xie&Ringler 2017）。世界各地の湿地は、水に
関連する疾病が人の健康に重大な影響を及ぼす、
水質の問題に直面し続けている。富栄養化により、
多くの淡水域や沿岸湿地が損害を受けている。例
えば、700以上の沿岸地域が貧酸素海域の影響を
受けている。気候変動がこれらの影響をさらに悪
化させ、海面温度の上昇、酸性化および降雨量
の増加を招くだろう（Malone&Newton 2020）。世
界の海洋酸素濃度は、1960年から2010年で約2％
減少し、海洋栄養循環に影響を及ぼしている
（Laffoley&Raxter 2020）。農薬の流出は、オース
トラリアのグレート・バリア・リーフのような象徴的
な場所を含む世界中の湿地に被害をもたらしている
（Vandergragtほか 2020）。

　プラスチックくずが淡水（Wagnerほか 2014）や
海洋（Paduanim 2020）の生態系システムに蓄積
され、鳥（Costaほか 2020）やカメ（Yaghmour 
2020）の命を奪っている。生物多様性や人の健康
（European Commission 2019）への影響が十分
に証明されていることから、プラスチック汚染に対
処することは、非常に重要である（WHO 2019；
Campaneleほか 2020）。また、残留医薬品濃度の
増加も重大な懸念事項である。湿地依存種に影響
を及ぼし、栄養素と化学物質を処理、変換するた
めの湿地の自然な能力を低下させている。

淡水生息地に影響を与える主要な要因は、土地利用の変化である
IPBES生物多様性と生態系サービスに関する
地球規模評価報告書（2019）は、次のように
報告している。

「陸域と淡水域の生態系では、1970年以降、
土地利用変化の影響が最も大きく、次いで、
収穫や狩猟、伐採、漁業などによる、動物、
植物やその他の生物の乱獲のような直接採
取の影響が大きい。海洋生態系では、漁業
に代表される生物の直接採取の影響が最も
大きく、次いで、土地や海域の利用変化の影
響が大きい。最も顕著な土地利用変化は農
地拡大によるもので、陸地の3分の1以上が

作物栽培か畜産に利用されている。多くの淡
水生態系において、水利用を含む土地利用
変化、漁業、汚染、気候変動や侵略的外来
種といった一連の複合的な脅威が蔓延してい
る。」

「多くの将来推計シナリオにおいて、生物多
様性の減少や生態系機能が低下する傾向がさ
らに見られ、悪化することが予測されている。
特に急速な人口増加、持続不可能な生産･
消費と関連する技術開発といった間接的要因
が考えられる。」

BOX 4
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　相次ぐ異常気象、森林火災、暴風雨、干ばつ、
洪水、そしてそれらの記録更新が続いていることは、
気候変動がもたらす影響を十二分に証明している。
例えば、今後80年間にわたって予測される海面上
昇による沿岸湿地の消失は、産業にも人の健康に
も大きな脅威である。沿岸域の住民と小島嶼開発
途上国にリスクが偏っているが、海面上昇の速度を
より緩やかにできれば、小島嶼、沿岸低平地、デ
ルタ地帯でも、適応策を講じられるはずである。

2.2 気候変動は予想を超える速さで起きて
おり、この変動は閾値を超え、湿地と人々に
とって大きな変化は避けられない
主要なメッセージ
1.	 湿地は、気候変動の影響、中でも海面上昇、海面温度上昇によるサン

ゴの白化と、陸水の水文学的な変化による影響を特に受けている。
2.	北極圏と山岳地帯の湿地は、とりわけリスクにさらされている。
3.	気象パターンの変化も、世界の多くの地域で、洪水と干ばつの両方によ

る水ストレスのリスクを増大させている。
4.	気候変動が加速しているという新たな事実は、緩和と適応の両方のため

に、湿地の管理と再生が急務であることを強く示している。

　しかし、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
の報告書は、気候変動が予想を超える速さで進ん
でいることを示している。2021年8月、IPCCの第１
作業部会は、「気候システム全般にわたる最近の変
化の規模と、気候システムの多くの側面の現在の
状態は、何百年、何千年もの間、前例がない（IPCC 
2021）」との結論を出した。
　気候変動は、乾燥（Xiほか 2021）、砂漠化、
海岸浸食の結果として起こるサイト内の湿地面積の
純減（Xiほか 2021）を通して、またそれに伴う生
物多様性と生態系サービスへの影響（Harrisonほ
か 2018）によって、ラムサール条約湿地に直接影
響を及ぼしている。適応策によって影響を最小化す
るための管理が不可欠になってきている。湿地の適
切な保全と賢明な利用の必要性、そしてすでに劣
化が起こっている場所での復元の必要性は、あら
ゆる気候戦略の中心的な理念として認識されている
（Taillardatほか 2020）。
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湿地は気候変動によって高いリスクにさらされている。そしてそれは、
とりわけ沿岸域住民と小島嶼開発途上国の、経済的に疎外された多
くの人々に深刻な影響を与えている

『IPCC1.5℃の地球温暖化に関する特別報告
書』（2018）は、次のように報告している。

「地球が1.5℃温暖化した場合、2100年まで
の海面水位の上昇は、2℃温暖化した場合よ
りも0.1m抑えられると予測される（確信度は
中程度）。海面水位の上昇は2100年以降も
継続し（確信度が高い）、この上昇の幅と速
度は、将来の温暖化ガス排出経路に依存す
る。海面水位の上昇をより緩やかにできれば、
小島嶼、沿岸低平地およびデルタ地帯の人間
と生態系システムの適応機会が増加する（確
信度は中程度）。」

「1.5℃の地球温暖化の場合、現在あるサンゴ
礁の70-90％が消失すると予測されており（確
信度が高い）、2℃の地球温暖化の場合、さ
らに大きな消失（99％以上）が予測されてい
る（確信度が非常に高い）。多くの海洋およ
び沿岸生態系の不可逆的喪失のリスクは、地
球温暖化、とりわけ2℃あるいはそれ以上の
地球温暖化によって増加する（確信度が高
い）。北極圏の生態系、乾燥地域、小島嶼開
発途上国、そして後発開発途上国は、偏っ
た高いリスクにさらされる（確信度が高い）。」

気候変動は、北極圏と山岳地帯の湿地の生態系サービスに対して顕
著に影響を与えるため、これらの湿地はとりわけ高いリスクにさらさ
れている

『変化する気候下での海洋・雪氷圏に関する
IPCC特別報告書』（2019）は、次のように
報告している。

「雪氷圏および関連する水循環の変化は、以
前は氷に覆われていた土地の露出、積雪の変
化、並びに永久凍土の融解によって、高山地
域および極域における陸域および淡水の生
物種並びに生態系に影響を与えてきた。これ
らの変化は、生物の季節行動、生態学的、
文化的および経済的に重要な動植物種の個
体数および分布、生態学的撹乱、並びに生
態系の機能性の変化に寄与してきた。（確信
度が高い）」

「20世紀半ばより、北極圏および高山地域に
おける雪氷圏の縮小は、食料安全保障、水
資源、水質、人々の生計、健康と福祉、イン
フラ、交通、観光とレクリエーション、およ
び人間社会の文化に、主に負の影響を与えて
おり、これは特に先住民にあてはまる（確信
度が高い）。」

「世界全体レベルでの（グローバルな）氷河
の質量の減少、永久凍土の融解、並びに積
雪および北極域の海氷面積の減少は、地上
気温の上昇によって短期的（2031〜2050年）
に継続すると予測され（確信度が高い）、河
川流出および局所的な（ローカルな）ハザー
ドに不可避な影響をもたらす（確信度が高
い）。」

BOX 5

BOX 6

Convention on Wetlands |  世界湿地概況 2021 特別版    19



2.3 農業が湿地に与える影響、さらには食糧
生産への影響が、より明らかになってきている

主要なメッセージ
1.	 湿地と農業の展望は密接に関連している。持続可能な食料生産の未来

は、湿地の賢明な利用にかかっている。
2.	世界のラムサール条約湿地の半数以上が、農業から負の影響を受けてい

る。
3.	湿地の消失と劣化の傾向を逆転させるには、農業の変革が必要である。
4.	政策を強化するためにも、農業・水・湿地関連セクターによる協働を実

施するためにも、対話が不可欠である。
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　食糧需要の高まりに対応するため、多くの地域で
農業の拡大と集約化が起こっている。
　人口は、2019年の77億人から、2050年までに
97億人に増えると予測され、食糧需要の増加が見
込まれている（United Nations 2019）。経済発展
と食事の変化にともなう成長パターンは、食糧需要、
ひいては農業生産（Food Security Information 
Network 2019；FAO 2020b）、そして湿地へと、幅
広い影響を及ぼす。
　多くのラムサール条約湿地を含め、湿地は、農
業からの圧力を受けている。入手可能なデータによ
ると、1970年から2015年の間に、土地利用の変化
により天然の湿地は35%減少し、一方で、水田や
貯水池を含む人口湿地は233%増加している（WET 
index）。同じ期間において、天然の湿地の減少率
（年間－0.78%）は、自然林の減少率（年間－0.24%）
よりも高く、2015年までに世界の湿地消失率は1.6
ポイント上昇した（Darrahほか 2019）。
　農業に起因する湿地消失の割合は、世界規模で
は算出されていないが、地域的な研究では、農業
開発が主な原因であることが多いと示されている
（Patino&Estupinan Suarez 2016； Zouほか2018；

Maoほか2018；Robertsonほか 2019）。
　将来についての多くのシナリオでは、土地利用の
変化が湿地に及ぼしてしまった膨大な影響は、急
速な人口増加、持続可能でない生産と消費、食生
活の変化、関連する技術開発といった要因によって、
継続またはさらに悪化すると予測されている。また、
湿地の劣化、断片化、連続性の喪失により、生物
の生息地の分断が生じ、移動が妨げられるため、
さらなる生物多様性の消失が生じる。
　「ラムサール条約湿地情報サービス（RSIS）」の
報告データの分析では、ラムサール条約湿地の
50%以上が農業に関連する圧力の影響を受けてい
ることが示されている。例えば、アジア、北アフリカ、
オーストラリア、南北アメリカの一部では、農業の
集約化が過大な水ストレスをもたらし、条約湿地の
20%以上が、畜産、農業・林業からの排水や土地
の開墾による負の影響を受けている（図３）。特に
アジアとラテンアメリカでは肥料と農薬の使用が増
加しており（FAOSTAT）、1960年代以降、窒素系
肥料は9倍に増えている。全世界の淡水の取水と分
水の約70％は、農業用である（AQUASTAT；図４）
　湿地の健全性を損なうと、食糧の安全保障に直

図 3
農業の実施（脅威）に
よって悪影響を受け
たラムサール条約湿
地の割合
データ出典：ラムサー
ル条約湿地情報サー
ビス（RSIS）データ
ベース2019年10月。
分析では2015年以
降のRamsar 
Information Sheet

（RIS）のデータ（n= 
567 湿地）を使用。そ
れ 以 前 の 不 完 全な
データ、または提出
さ れ たRISのフォ ー
マットが異なる。
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図  4
河川流域別農業部門
による水ストレスのレ
ベル（2015年）
出典：FAO 2020b.
注：農業が与える水
ストレスは、農業によ
る淡水の消費 量と、
淡水の生態系・人間
の健康などを保つこ
とに必要な流量を考
慮した後の再生可能な

（自然のプロセスによ
り、人間などの利用
速度以上に補給され
る）淡水資源総量と
の比率として定義さ
れる。

	 ≤ 2.5
	 2.5 - 5
	 5 - 12.5
	 12.5 - 25
	 25 -50
	 50>

接的に影響を与える。結局のところ、農業は健康
な湿地と適切な水資源に依存する。持続可能でな
い農業の実践が湿地に与える被害は、やがて農業

水の消費量に基づく
農業部門による水ス
トレス

自体への悪影響となって戻ってくる。より持続可能
な農業実践への変革が緊急に必要とされる
（Seifollahi-Aghmuiniほか 2010）。
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2.4 湿地の生態系サービスとその価値は、
自然を活用した解決策として一層利用されて
いる
主要なメッセージ
1.	 長い間、湿地は人類に生態系サービスを提供してきたが、湿地のもたら

す恩恵や湿地の損失または劣化による経済的損失が認識されるように
なったのは比較的最近である。

2.	生態系サービスの最も基本的なものは、水の適切な量と質を提供するこ
とであり、これが不足している場合、健康と幸福に大きな影響を及ぼす。

3.	さらに、湿地は気候変動の緩和と適応、災害リスクの軽減、エネルギー、
食料安全保障および多くの資材の供給などに関連するサービスを提供する。

4.	「IPBESの生物多様性と生態系サービスに関する地球規模評価報告書」
と「世界湿地概況2018」を参照することで、湿地生態系サービスの政
策立案への組み込みが容易になった。
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　人類最古の都市文明は、北アフリカ、ユーラシア、
アンデス、メソアメリカの氾濫原にあり、人類にとっ
て湿地が重要であることの証である。湿地の生態
系サービスの役割は、長い間その恩恵にあずかって
きた地域共同体に認識され、湿地の持続可能な利
用が地域の文化や規範に深く根付いている。
　しかし、湿地が劣化すると、人々の暮らしを支え
る能力は低下する。気候変動によって降雨パ	
ターンが変化し、農業が危険にさらされている
（Balasubramanya&Stifel 2020）。水に関連した災
害は自然災害の相当な割合（2001年から2018年の
全事象の74％）を占め、洪水と干ばつだけでも10
億人以上に影響を及ぼしている。中でもアジアは、
災害のホットスポットとなっている（UNESCO&UN-
Water 2020）。

ラムサール条約の関連資料 
および決議
決議XIII.17：湿地生態系サービスの迅速
な評価に関する決議

ラムサール条約の政策決定者向け解説資
料　No.2『湿地が持つ価値の意思決定
への統合』

BOX 7

　こうした災害経験がきっかけとなり、過去3年間、
生態系サービスの重要性は、その経済的重要性も
含め、ますます注目を集めている。「IPBESレポー
ト2019」により、生物多様性と生態系サービスの
繋がりの概要が示された。G20の2021年の共同声
明（G20 2021）において、「気候、生物多様性、
生態系に資金が流れることで、多くの相乗効果」
が生まれることを認められた。世界銀行はさらに具
体的に、「特に低所得国の経済は、自然が提供す
るサービスが崩壊した際のリスクに耐えられない。
野生受粉、海洋漁業からの食糧供給や原生林から
の木材調達などの限定的サービスが崩壊しただけ
で、控えめに見積もっても、世界のGDP（2030年
に2.7兆ドル）が大幅に減少する可能性がある」
（Johnsonほか 2021）と分析した。
　重要な湿地生態系サービスには、特に泥炭地と
海洋生態系における炭素の隔離と貯蔵、安全で信
頼できる飲料水と灌漑用水の確実な供給、食料安
全保障と関連する多くの商品やサービスの提供、
干ばつや洪水などの水に関連する災害への対策な
どが含まれる。このような認知度の低い湿地の持
つ重要なサービスを、より広範な土地管理戦略の
中核に織り込んでいくことがますます重要になって
いる。
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2.5 幅広いステークホルダーの関与により 
ガバナンスと管理が多様化し、地元住民の主
体性が高まったが、緊張は依然として残って
いる

主要なメッセージ
1.	 ジェンダーを含む人権の保護を湿地保全活動の前提条件とする必要があ

る。
2.	環境危機の甚大さが認識されたことで、湿地の保全と管理に新しいパー

トナーが加わり、新たに行動を起こす機会が与えられている。

©
 E

ric
ks

on
 T

ab
ay

ag

Convention on Wetlands |  世界湿地概況 2021 特別版    25



　保全戦略において人権をより重視するよう求める
声が高まっている。保護区の設置や管理に関連した
人権侵害疑惑（UNGA 2017）、野生動物の密猟対
策にあたる保護官の武装化（Duffyほか 2019）、環
境保護活動家に対する暴力や強制失踪（Scheidel
ほか 2020）、過去10年間に1000人以上の自然
保護官が職務遂行中に殺害されるという脅威
（Woodside and Vasselu 2021）などから、人権に
対する懸念が高まってきたのである。
　水問題をめぐる政治的緊張が高まっている。都
市部の水需要の増大は、農村地域が望む土地利用
と衝突し、また、湿地・山岳生態系の管理が、下
流域での洪水の発生と密接に関係している。グロー
バル・リスク報告書（World Economic Forum 
2021）では、影響の大きいリスクの上位５つに水に
関する危機が挙げられている。
　水不足が国家間の緊張を引き起こしている。ダム
による治水、農業灌漑、森林管理などの効果は全
て重要ではあるが、ある国が建設したダムによって
下流に位置する隣国の水供給が減少することが、
とりわけ水ストレスの原因となっている。持続可能
な開発は、公正、平和かつ包摂的な社会の実現に

かかっている。人権の視点を保全活動に組み込む
には、例えば、先住民の土地や利益に関わるあら
ゆる作業において、「自由意思に基づき、事前に情
報を与えられた上での合意」を適用し、女性、若者、
少数民族の権利を保護することが必要である。
　同時に、環境危機の甚大さが認識されたことで、
多くのステークホルダーが、持続可能性の問題をは
るかに真剣に受け止めるようになってきている。
2021年10月、国連人権理事会は、清潔で健康的
かつ持続可能な環境を享受することが人権であると
認識した （OHCHR 2021）。世界銀行や世界経済
フォーラムなどの機関は、持続可能性に向けた政
策を強く支持する分析を発表している。多くの企業
が、環境への配慮が利益を生むことを認識しており、
生物多様性の損失、気候変動、プラスチック汚染、
土地や水の劣化に対する企業の態度が静かに変化
している。欧州連合（EU）のような機関の新たな
政策も、企業に対し、問題をより真剣に受け止める
よう働きかけることに役立っている。一方で、逆に
企業が政府をより持続可能な政策に導いているとこ
ろもある。ラムサール条約の「賢明な利用」の概念
がここで重要な役割を果たす可能性がある。

ラムサール条約の関連資料
および決議
ラムサール条約事務局のガイダンス資料

『先住民や地域社会と湿地の関係』
（Gonzalo Oviedo&Mariam Kenza 
Ali 2018年8月）

ラムサール条約事務局のガイダンス資料
『ラムサール条約におけるジェンダー主流
化』

（Lorena Aguilar 2021年）

BOX 8
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2.6 国際政策の結集・一致：変化のための
強力な枠組み

主要なメッセージ
1.	 湿地の保全、侵略的外来種対策、サンゴ礁の保全そして自然再生などの

分野で愛知目標の達成に失敗したこと、さらには、国連持続可能な開発
目標（SDGs）の取組に遅れが生じており、新たなアプローチが必要とさ
れている。

2.	気候変動に対する取組の進捗があまりにも遅い。締約国により、国が決
定する貢献（NDCs）がすべて実施されたとしても、パリ協定の目標を達
成することはできない。

3.	国が決定する貢献（NDCs）の中には、「土地利用、土地利用変化およ
び林業部門（LULUCF）」に関連して湿地に言及するものはあるが、湿地
を対象とした具体的な行動や目標を含むものはほとんどない。

4.	持続可能な開発、生物多様性および気候変動に向けた緊急的な行動が
結集されつつあり、また新しい「ポスト2020生物多様性枠組」は希望を
与えてくれる。
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　2010年、生物多様性条約は「愛知目標」という
一連の世界規模の10年目標を設定した。10年経っ
て、完全に達成された目標はひとつもなく、また、
ほとんどの目標は当初提案された野心的なものには
るかに及ばなかったと評価されている。BOX9は湿
地に関連するいくつかの評価を示している。「愛知
目標」が湿地の保護に失敗したことは、SDGsをは
じめとする現在および将来の目標に影響を及ぼす。
　この失敗を通して、そもそも宣言や合意は、行動、
経済的裏付けそして広範なモニタリングが伴わなけ
ればならないということを学ぶべきである。今のとこ
ろ、これらの教訓は生かされていない。進行状況
を踏まえると、ほとんどのSDGsは達成期限に間に
合う見通しがない。NDCsの最新の評価では、「パ
リ協定」の達成に必要な貢献が足りていないとされ
ている。

　国連気候変動枠組条約（UNFCCC）は、『温暖
化の程度を2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑えるた
めIPCCが検討した多くのシナリオで提案された最
適な排出レベルを達成するには、今から2030年ま
での野心的なNDCsのレベルを大幅に増加させる
か、最新のNDCsを大幅に超過して達成するか、あ
るいはその双方の組み合わせが緊急に必要である』
と述べている（UNFCCC 2021）。行動しないこと
によって起こると予想される将来の負の結果を避け
るためには、ここ数年のうちに重大な変革がなされ
なければならない。パート３では、適切に管理され
た湿地を利用して、国際的に合意された目的や目標
を実現する、いくつかの手法について見ていく。

湿地に関連する愛知目標は達成されなかった
生物多様性条約『地球規模生物多様性概況
第５版』は、次のように報告している。

愛知目標5の評価：
『原生地域および世界各地の湿地は減少し続
けている。河川の分断も淡水域の生物多様
性にとって重大な脅威となったままである。
本目標は未達成（信頼性：高）』

愛知目標9の評価：
『外来種の新規の侵入の件数が減少している
ことを示す証拠はない。本目標は部分的に達
成（信頼性：中）』

愛知目標10の評価：
『魚の乱獲、富栄養化および沿岸域での開発
行為が、サンゴの白化現象の悪化要因となっ
ている。サンゴは評価された全ての分類群の
中で最も急速に絶滅リスクが高まっているこ

とが示された。･･･本目標は2015年の達成期
限に間に合わなかったほか、2020年までに
も達成できなかった（信頼性：高）』

愛知目標11の評価：
『保護地域として指定された地球の陸域およ
び海域の割合は2020年までに目標を達成す
る可能性が高い。･･･しかし、保護地域が生
物多様性にとって最も重要な地域を保護する
こと、生態学的に代表性があること、相互に
･･･つながること、衡平かつ効果的に管理され
ていること、の確保についての進捗はもっと
緩慢である。本目標は部分的に達成（信頼性：
高）』

愛知目標15の評価：
『2020年までに劣化した生態系の15％を回
復するという目標に向けた進捗は限定的。
･･･本目標は未達成（信頼性：中）』

BOX 9
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地中海地方の湿地は、とりわけ大きなリスクにさらされている
　地中海地方の集水域は、3つの大陸がぶつ
かるところに位置し、長い共通の歴史と文化
を持ちながらも、それぞれに異なった経済、
人口動態、政治状況の下にある。この地域は、
地球の生物多様性のホットスポットであり、
そこでは３分の１以上の種を湿地が支えてい
る。湿地は、人々に水、食料、健康そして経済
的機会を与えている。しかしながら、1992
年以来この地域においては、海域生物多様
性の52％、淡水生物多様性の28％が、それ
ぞれ失われた。そして、湿地に依存する種の
36％が世界的に絶滅の危機にある。
　この地域では、熱波、暴風雨そして干ばつ
が頻繁に起こっており、すでに世界の他の地
域よりも20％多く気候変動の影響を受けて
いる。2040年までには2億5000万人の人々
が生活用水にこと欠き、そして2100年まで
には海面は1m以上も上昇して地中海地域の
3分の1の人々を脅かすと予測されている。
1960年から2000年の間に、多くの河川で
流量が25％から70％減少し、季節性の湿地
に影響を及ぼしている。

更に：
•  �集約農業は、地中海地域の淡水資源の３

分の２を消費している。潅漑用の水と生
産的な土地の需要は、自然の湿地と伝統
的な農業景観を犠牲にしながら増え続け
ている。

•  �地中海地方の人々の42％以上が沿岸域に
居住しているため、居住地、産業そして
観光によって沿岸湿地は消費され、水需
要も増加させている。

　その結果、1970年以降の地中海地方の湿
地の喪失率（48％）は、周辺の３つの大陸す
べてより高かった。
　しかし、この流れを逆転させることは可能
である。下記のような手段が推奨される：

1.	� 湿地保全のため、ラムサール条約および
EU自然指令を含む国際的な合意事項を
効果的に適用することを確実に行うこと。
これらの枠組みにより、例えばいくつかの
国で水鳥の個体数が回復するなど、生物
多様性を気候変動に適応させている。政
府と国際助成機関はそれらの実施に向け
て強力に支援すべきである。

2.	� 生態系の回復や統合的管理の仕組みのよ
うな「自然を活用した解決策」（NbS）を
実施すること。統合的管理には、「統合的
河川流域管理」、「統合的水資源管理」そ
して「統合的沿岸域管理」が含まれる。

3.	� 民間部門の参画－観光業、工業、農業、
都市部門を、持続可能な実践による湿地
の保全に巻き込む。

4.	� 農業生態学的な実践の発展を促進するこ
と。湿地の保全や文化的景観を確保し、
質の良い食糧と健康を保証するため、自
然とともにある持続可能な農業を促進す
ること。

5.	� 科学と政策の橋渡しとなる機関を支援す
ること。地中海湿地イニシアティブ（Med-
Wet）（27ケ国参加）、Mediterranean 
Alliance for Wetlands、そしてMedi-
terranean Wetlands Observatory（科
学的なモニタリングツール）の全ての機関
は、地中海地方の湿地の問題に普遍的な
解決を見出すため、科学者、政策決定者
そして市民社会の間でより良い対話が行
われることを促進している。

BOX 10

詳しくは次を参照：Lefebvreほか 2019；MedECC 2020；Mediterranean Wetlands 
Observatory 2018；Galewskiほか 2021
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水は生物圏を流れる血流のようなもので、生態系や人々を 
支えている。そして水は湿地によって成り立っている。人間
社会と湿地には、欠くことのできない根源的な関係性がある。

（Pascualほか 2017）

3. �湿地の賢明な利用が世界
規模の持続可能性にとって
重要である
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3.1 湿地は、SDGsや他の国際的な持続可能
性に関する目標を達成するうえで大変重要で
ある
主要なメッセージ
1.	 湿地は水質の維持と水量の調節において重要な役割を果たしており、経

済発展や人々の幸福の基盤を成している。
2.	生物多様性・気候変動対策・持続可能な開発といった国際的な目標を達

成するにあたって、湿地の賢明な利用は重要な要素である。
3.	健全な湿地は水が引き起こすリスクを緩和する機能を兼ね備えている。

そのような自然を活用した解決策（NbS）は、人間が構築したインフラに
焦点を絞った社会から脱却するのに役立つ。

4.	ラムサール条約は、湿地を守る上で欠かすことができない国内および国
際レベルでの協力枠組みを提供し、保全と再生を求める声を代弁する役
割を果たしている。

　2015年に採択された「持続可能な開発のための
2030アジェンダ」は、人 と々地球の平和と繁栄に向
けた未来の構想を示している。湿地の保全と賢明
な利用は、SDGsの17の目標と169のターゲットの多
くを達成するために重要な指針になると同時に、気
候変動対策・生物多様性保全・災害リスクの軽減
に関する国際ターゲットに対しても有益である。ラ
ムサール条約は、国連環境計画（UNEP）ととも
にSDGグローバル指標6.6.1のデータ管理をしてい
る機関である。締約国から提出された「国内湿地
目録」に基づくデータは、水関連生態系面積の経
時的変化を捉えるのに使われている。
　湿地と持続可能な開発の成果との繋がりはさま
ざまに表現され、湿地のための行動は、SDGsのター
ゲット6.6以外のSDGsの実現にも効果がある。例
えば、健全な内陸湿地を維持することは、富栄養
化から沿岸環境を守ることに繋がる。したがって、
目標14「海の豊かさを守ろう」の促進に繋がり、持
続的な漁業生産、そして目標2の「飢餓をゼロに」
にも寄与する。2017年時点で、魚の全消費量は、
世界中の人の動物性タンパク質摂取量の17%に相
当し（FAO 2020a）、世界中で消費される魚の少な
くとも３分の２は沿岸湿地に依存している。
　湿地のような上質な水環境を近くに持つというこ
とは、人間の健康にとって特に有益である。湿地

のような自然界と心理的な繋がりを感じたり、近く
に住んだり、自然の中でリフレッシュしたりすること
は、心の健康の向上と関連している（SDGs目標3「す
べての人に健康と福祉を」）（Whiteほか 2021）。
　水と湿地は、気候変動の影響要因（Climate 
Connectors）であり、持続可能な開発・気候変動
対策・災害リスクの軽減のための行動に際し、相
互に協力と調整が必要とされる。それと同時に、
湿地は炭素貯留にとっても非常に重要である 
（SDGs目標13「気候変動に具体的な対策を」）。健
全な湿地と利益の公正な分配は平和構築にも寄与
する（SDGs目標16「平和と公正をすべての人に」）
（Griffin & Ali 2014）。しかし、湿地保全が平和構
築に効果的だということはまだ広く知られていない。
　健全で持続可能に管理された湿地は、水が引き
起こすリスクを緩和する機能を兼ね備えている。そ
のような水に関する自然を活用した解決策（NbS）
は、人工インフラのみに着目した「従来通りのやり
方」から脱却し、前進する道筋を見せてくれる。特
に、過度に人口や経済資本が集中したり、人口増
加率が高かったり、土砂堆積量が乏しい三角州や
人為的な地盤沈下が生じている沿岸部では、この
ような考え方が当てはまる。また、地盤沈下は、海
面上昇の影響を悪化させることになる（Syvitski 
2009）。近年、自然を活用した解決策（NbS）に
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国際協力が重要である
IPBES生物多様性と生態系サービスに関
する地球規模評価報告書2019は、次の
ように報告している。

　国際協力を強化し、これに協調して現
地の状況に即した対策を実施することに
よって、地球環境を守ることができる。そ
の実践の鍵となるのが、入手可能な最高
の科学的知見にもとづく環境関連の国際
目標やターゲットの評価と更新、ならび
に個人を含むあらゆる主体が保全、生態
系再生および持続可能な利用に向けた行
動を採用し、資金を提供することである。
こうした行動と資金協力の拡大は、すな
わち、持続可能性に向けた現地、国およ
び国際の取り組みの前進と協調、ならび
に鉱業、漁業、林業や農業を含むすべて
の採取・生産セクターへの生物多様性と
持続可能性の主流化を意味している。こ
れらに加えて、個人と集団が行動するこ
とで、世界全体の生態系サービスの劣化
傾向を逆転させることができる。しかし、
自然劣化の直接要因をこのように大胆に
変化させるためには、間接要因にも働き
か け る 社 会 変 革（transformative 
change）が求められる。

　自然の保全、再生、持続可能な利用と
世界的な社会目標は、社会変革に向けた
緊急で協調した努力によって、同時に達
成することができる。

淡水の持続可能な利用への
移行には、多様で協調した
取り組みが必要である
　淡水生態系とそれらが自然と人類に提
供するサービスを保護することは緊急の
課題である。
　地球規模生物多様性概況第５版2020
は、「生物多様性のための2050年ビジョ
ン」の展開に向けた数多くの「移行」を
特定した。持続可能な淡水利用に向けた
移行は以下の項目からなる。

• 	� 環境のための水の流れを水管理の政
策と実践に統合

• 	 汚染に対処し水質を改善
• 	 淡水種の乱獲の防止
• 	� 淡水生態系における侵略的外来種の

防止および管理
• 	 重要な生息地の保護・再生

BOX 11

BOX 12

ラムサール条約の関連資料
および決議
決議XIII.7：条約の知名度向上および多
国間環境条約・他の国際機関との相乗
効果の追求に関する決議

BOX 13
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ついての理解が向上しているものの、投資の拡大と
知識の向上という点では大きな課題が残されている
（Chaussonほか 2020）。
　地球上の陸域と海域の一部を保護区に指定する
という目標に向けては、相当な進展があった。しか
し、生態学的に代表的な地域が保護区として指定
され、生物多様性にとって最も重要なエリアの保護
が担保されるには、やるべき事はまだ多い。保護・
保全地域は、それぞれが繋がりあうだけでなく、よ
り広域なランドスケープやシースケープに繋がり、
かつ公平に効果的に管理される必要がある。既存
の多国間環境協定は、これまでにない広がりを持っ
た意欲的な行動枠組みを提供してくれた。しかし、
多国間環境協定によって生態系を効果的に保護す
るためには、これらの協定の確立された仕組みを
使って実施するときに、国家の責務と効果的な連携
をより強化することが必要不可欠である。
　最後に、湿地は精神的、美的、文化的に重要な
役割を担っている。生態系サービスには、単なる実
利を超えた多くの目的が含まれる。例えば、ヒマラ
ヤの標高が高い場所にあるマーナサローワル湖とい
う湿地では、精神的修養のために、毎年何千もの
巡礼者が厳しい気候に立ち向かう（Verschuuren 
2016）。これは、無数の神聖な湖・井戸・泉・川の
一例である。また、人類や地球にとって重要な正
義の一面として、「自然の権利」を法的枠組みの中
で認識することである。これには普遍的な「湿地の
権利」の提案も含まれる。これによって、人類が、
人間以外の自然とより思慮深い関係を結び、効果
的で持続可能そして倫理的な「地球と地球上の生
命の守り手の役割」を果たしていくことになる 
（Daviesほか 2020）。

　今後数年間で自然環境を安定させるためには、
従来の保全の考えをはるかに超えた根本的な変容
が必要である。自然を保全し、持続的に利用し、
SDGsを実現するためには、近年の開発曲線の延長
では不十分である（IPBES 2019）。IPBESプロセス
における持続可能性への転換のための重要な介入
点（レバレッジ・ポイント）として、以下の８点が上
げられている：（1）豊かな暮らしのビジョン、（2）
消費と廃棄の総量、（3）価値観と行動、（4）不平等、
（5）保全における正義と包摂性、（6）外部性と距
離を超えた相互作用（テレカップリングと呼ばれる）、
（7）技術、革新と投資、（8）教育および知識の形
成と共有（Chanほか 2020）
　湿地の賢明な利用はこれらの介入点（レバレッジ・
ポイント）の実現を支えるものであり、これを意思
決定の中枢に置けば、持続可能な開発を確かなも
のにできる。
　湿地に関わる野心的な目標を達成するためには、
ラムサール条約がより良く履行され、多国間環境協
定（MEAs）や諸機関との相乗効果をより効果的
に活用する必要がある。ラムサール条約湿地は、
大変重要な湿地において賢明な利用を実践する機
会を与えるだけではなく、持続可能な湿地の管理を
試行する場としても重要である。締約国と協力し、
国内における取組を実施するため能力を養成するこ
とは、成功のために不可欠な要素である。
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3.2 人々の健康と暮らしは、湿地の適切な
管理にかかっている

主要なメッセージ
1.	 湿地は、食料と水の安全保障、防災・減災、および人間の幸福への貢

献など、人々の健康を支える多くの資源と機能を提供している。
2.	湿地は、適切に管理されていない場合、疾病の発生源となることもある。
3.	新たに発生した人獣共通感染症の制御には、健全な生態系の適切な管

理と、生物多様性の維持が不可欠であるとの認識が広まっている。
4.	湿地における生態系アプローチは、すべての人に健康上の利益をもたら

し、疾病の予防と対策を、「賢明な利用」と「ワンヘルス1」の原則のも
とで、確実に対処することができる。

1 ワンヘルス：人の健康を守るためには動物や環境にも目を配って取り組む必要がある
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　湿地は、清潔な水と栄養の提供を通して、医薬
品の供給地として、あるいは精神的健康や心理社
会的幸福の場として、人間の健康や幸福を左右し
うる場所である（Horwitzほか2012；Romanelliほ
か 2015；Maundほか 2019）。
　歴史的には、湿地が水を媒介とする疾病の発生
源であるとの認識が、湿地の排水や破壊の原因と
なっていた。例えば北米では、蚊の駆除のために
湿地の排水や破壊が産業規模で行われていた。皮
肉なことに、このような対策のすべては、汚染、ダム
建設や取水などの活動に伴う自然な流域環境の分
断と相まって、疾病の発生原因となってきた（Cromie
ほか 2012）。生態系の劣化は、有益な生態系サービ
スを人獣共通感染症の伝染リスクの増加（Everard
ほか 2020）などの「負の生態系サービス」に変え
てしまうことがあり、それらが生態系の変化と密接
に相関していることが分析で示されている（Wilson
ほか 2021）。
　複雑な疾病の出現に対して、安易な対応であっ
ては、成功する可能性は低い。政策立案者は、疾
病およびリスクのトレードオフを評価し、介入策を
優先し、気候変動に対する広範な健康回復力（レ
ジリエンス）を構築するために、人獣共通感染症
の生態学的理解を保健・環境計画に取り入れる必
要がある（Gibbほか 2020）。生物多様性を維持し、
侵略的外来種を除去し、野生生物が媒介する病原
体に人間がさらされる機会を減らすという「ランドス
ケープ・イミュニティ（景観免疫）」の概念が構築さ
れつつある（Reaserほか 2021）。予防戦略には、
湿地資源の適切な管理を取り入れることが必要で
ある。このような管理としては、例えば高病原性鳥
インフルエンザの発生リスクの低減に関連して行な
われてきた公的な保護などを含む（Wuほか 
2020）。

　保護区など適切に管理された湿地は、安全な飲
料水を提供して自治体の予算を削減し、健康障害
や乳幼児死亡率を劇的に減少させることもできる。
人間の健康にとって共に重要な意味合いを持つ、
災害リスクの軽減および貧困地域の水産食料資源
の維持に対する湿地生態系サービスの役割につい
て、認識が高まってきている。湿地の生態系サービ
スの世界的推定価値は、年間47.4兆ドルに上方修
正された。これはすべての自然バイオーム（生物群
系）の価値の43.5％を占めている（Davidsonほか 
2019）。
　湿地はまた、レクリエーション、安らぎ、目の保
養や気分転換のための重要な場所を提供している。
湿地を含む都市の緑地（Reevesほか 2021b）の重
要性（Ugoliniほか 2020）は、パンデミックの間に
次第に明らかになってきた。
　湿地の健全性と社会にもたらす恩恵を正しく認識
することが、湿地の生態系サービスをセクターごと
の政策と戦略の中心に組み込んだり、公共・民間
の領域に価値を普及させるなど、湿地管理への新
たな取り組みにつながる。多くの国や地方自治体、
企業の利害関係者が、いまだに水によるさまざまな
生態系サービスを「無料で手に入るもの」とみなし
ていることを考えると、その姿勢と慣行を大きく変
えることが必要である。
　ラムサール条約決議XI.12「湿地と健康：生態系
アプローチの採用」は、湿地と健康の問題を取り
上げ、締約国に対して、関連部門（例えば、人間
の健康、野生生物管理、農業）にわたる統合的な
方法論と行動で、湿地とその集水域における健康
を保つための生態系アプローチを採用するよう強く
要請している。これにより、すべての人に健康上の
利益をもたらし、疾病の予防と対策のための行動を、
「賢明な利用」と「ワンヘルス」の原則の下で、確
実に実施することができる。条約の「健康な湿地、
健康な人 」々報告書（Horwitzほか 2012）と「ラム
サール条約湿地疾病マニュアル」（Cromieほか 
2012）は、湿地管理者に対して、有害事象の防止、
健康増進、および気候変動への適応のため、空間
計画に関する政策に湿地を含めるなど、湿地に関
連して起こる疾病のリスクを低減する方法について
の実践的ガイダンスを提供している。

ラムサール条約の関連資料
および決議
決議XI.12：湿地と健康：生態系アプロー
チの採用 

ラムサール条約テクニカルレポートNo.6：
健康な湿地、健康な人々

ラムサール条約テクニカルレポートNo.7：
ラムサール条約湿地疾病マニュアル：湿
地における動物感染症の評価、モニタリ
ングおよび管理のためのガイドライン

BOX 14
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3.3 気候変動に対処するためには、
社会全体による意欲的な湿地の保全と
再生が必要である
主要なメッセージ
1．	湿地生態系を管理し再生することは、生態系が提供する他の多くの生態

系サービスを保全しつつ気候変動の影響を緩和するための必要不可欠な
戦略である。

2．	撹乱をうけていない泥炭地は、沿岸ブルーカーボン生態系（マングローブ
林、海草藻場、塩性湿地）と同じく並外れて強力な炭素吸収源であるが、
劣化したり転用されたりすると、温室効果ガスの著しい発生源ともなって
しまう。

3．	湿地生態系に関わるさまざまな行動を国が決定する貢献（NDCs）に含め
ることは可能だが、湿地による炭素の吸収と貯留を見積もるためには、よ
り詳細な範囲と場所の特定が求められることが多い。
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　湿地は、今や避けられない気候変動に対し、人
類が適応するため手助けとなる生態系サービスに貢
献し、気候変動の速度を緩めるための炭素隔離・
貯留に貢献することにより、気候変動に対する緩
和・適応のため多くの役割を果たしている。ラムサー
ル条約にとりわけ関係があるのは、劣化した泥炭
地とブルーカーボン生態系を大規模に再生すること
による気候変動緩和の可能性である。

　2015年UNFCCCのパリ協定は、協定の全面的
な目標の達成に向け、締約国が炭素排出を削減し
緩和する手段としてNDCsを設定した。しかしなが
ら、湿地は、自然を基盤とする良い解決策を提供
できるものの、その他にも劇的な炭素排出削減策
も必要である。

ブルーカーボン生態系
　「ブルーカーボン」はラムサール条約の下では、「沿
岸地域にある生命体および海洋生態系（例えば、
マングローブ・塩性湿地・海草など）に取り込まれ、
バイオマスおよび堆積物に貯蔵された炭素」と定
義されている（Convention on Wetlands 2021b）。
IPCC（2014）は、気候変動の緩和と適応との双
方につき、ブルーカーボンが二重の役割を果たすこ
とを認めている。
　撹乱をうけていない沿岸湿地は、強力な炭素貯
留源であり、その長期的な炭素隔離速度は熱帯雨林
と比較しても55倍ほど速い（McLeodほか 2011）。
沿岸湿地は、相当量の大気中二酸化炭素を貯留し
ており、その貯留量は、海草藻場では1ヘクタール
当たり平均して512トン、塩性湿地では1ヘクタール
当たり917トン、そしてマングローブ林では1ヘクター
ル当たり1,028トンとされている（Pendletonほか 
2012）。このブルーカーボンは、安定的であり、数

図 5
ブルーカーボン生態
系（BCEs）を含むラ
ムサール条約湿地の
分布（データはBeer
ほか2020を参照）

ラムサール条約の関連資料 
および決議
決議XIII.14：沿岸のブルーカーボン生態
系の保全、再生および持続可能な管理に
関する決議

ラムサール・ブリーフィングノートNo.10：
気候変動に対するレジリエンスのための
湿地の再生

ラムサール・ブリーフィングノートNo.12：
気候変動緩和に対する沿岸ブルーカーボ
ン生態系の貢献

BOX 15

	 1
	 2
	 3
	 4

ブルーカーボン生態
系の数
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百年、数千年の間存続することができる。逆に、ひ
とたび撹乱をうけたり排水されたりすると、貯留し
てきた炭素が放出されるだけでなく、現在持ってい
る炭素隔離能力もまた失われてしまう （Pendleton
ほか 2012）。
　ブルーカーボン生態系は、炭素貯留の「ホットス
ポット」である一方で、暴風雨や洪水からの防御、
沿岸域の水質・生物多様性・食物の保護、そして、
多くの海洋生物種のための生育の場といった、人類
の幸福に貢献する他の重要な生態系サービスをも
提供する。
　マングローブ林は、もしこれがその国の「森林」
の定義に含まれるのであれば、国のREDDプラスプ
ログラム（途上国における森林減少と森林劣化か
らの排出削減並びに森林保全、持続可能な森林管
理、森林炭素蓄積の増強プログラム）に含まれる
だろう。全てのブルーカーボン生態系は、NDCの
国の計算セクションに組み込むことができる。湿地
の範囲についての情報を有することは、ブルーカー
ボンをNDCsに組み込み、正確な炭素計算を可能
にするための最低限のステップである。ブルーカー
ボン生態系のマッピングが正確にされていないこと
は、私たちの理解の大きな空白部分であり、ブルー
カーボン生態系を保全し、再生し、持続可能な管
理を阻む最も一般的な障壁と締約国は認識してい
た。
　世界的には、少なくとも780か所のラムサール条
約湿地が最低ひとつのブルーカーボン生態系を含ん
でおり、その多くは複数のブルーカーボン生態系を
含んでいる（図5）。潮汐湿地は、ブルーカーボン
生態系を含むラムサール条約湿地の75％近くに現
れ、最も普遍的である。その半分は潮間帯森林湿
地を含み、これらはほぼマングローブ林である。こ
れは、大きな炭素貯留地であり、データが利用可
能なマングローブ林を含むラムサール条約湿地は、
総量で1.61ギガトン（1.61×10の15乗グラム）と推
測される炭素を貯留している。

泥炭地（ピートランド）
　泥炭地は、泥炭土による湿地生態系である。泥
炭は、浸水した状態で長期間貯えられ、枯死して
一部分解された植物物質である。泥炭地は、高山
から海、高緯度から低緯度の地域にわたって出現
し、とりわけ、地球上の亜極、亜寒帯、温帯そし
て熱帯を含む全ての生物群系（バイオーム）に分

布している。泥炭地は、地球の陸地面積の3％（約
4億ヘクタール）を占めている。今もなお広大な泥
炭地が新たに発見されているため、泥炭地目録は
現在においても不完全である（例：Lähteenojaほ
か 2011；Dargieほか 2017）。
　泥炭地は生物多様性、水の制御、人々の生業（な
りわい）、そして、とりわけ有機炭素を長期間貯留
することによる気候変動緩和の点から重要である。
最も少なく見積もっても約600ギガトンの炭素を貯
留しており、並外れて効果的な陸上の炭素貯留源
である。
　亜寒帯と熱帯の広大な生物群系の泥炭地を含む
世界の泥炭地の大部分についてはまだそれほど損
なわれていないものの、現在把握されている全泥
炭地の15％程度（6500万ヘクタール）は、主とし
て農業や林業のために排水されてしまった（Joosten
ほか 2016）。人為的な温室効果ガス発生量の約
４％は、この泥炭地の排水が原因となっている
（Joostenほか 2016；Leifeldほか 2019；Günther
ほか 2020）。「現状どおり」シナリオの下、とくに
保全や再生が行われないとするならば、排水され
た泥炭地からの温室効果ガスの排出は、2100年ま
でには地球規模の平均気温上昇を1.5℃以下に抑
えるのに必要な温室効果ガス排出予算残額の12～
41％を占めると予測されている（Leifeldほか 2019；
Humpenöderほか 2020；Convent ion  on 
Wetlands 2021c, 2021d）。
　「ネットゼロ」（炭素排出の総量ゼロ）の未来を
達成するためには、手つかずの泥炭地の保全およ
び、劣化した泥炭地の再生の双方が必要不可欠で
ある。排水された泥炭地（うち半分が農業目的）
5000万ヘクタールのうち、毎年およそ200万ヘク
タールずつ再湿潤化・再生していく必要がある
（Humpenöderほか 2020）。このことによって、生
物多様性と他の生態系サービスもまた保全される
（Convention on Wetlands 2021c, 2021d）。
　泥炭地を再生する基本的な手法は単純である。
自然界における水の循環を回復し、地下水位を上
げることにより排水された泥炭地を復元し、それに
より泥炭地の植生が成長できるようにすることであ
る（Purreほか 2020）。再湿潤化は温室効果ガス
の排出をゼロにはしない。排出の多寡を決めるの
は、泥炭地での地下水位をどれだけ上げ、また維
持できるかによる（Evansほか 2021）。泥炭の堆
積が再開すれば、温室効果ガスの排出は徐々に減
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少するが、再湿潤化された泥炭地からは、二酸化
炭素よりも強力な温室効果ガスであるメタンが排出
されることが多い（Nugentほか 2018, 2019）。しか
し、Güntherほか（2020）は、再湿潤化によるメ
タンの排出がピークに達したとしても、排水した泥
炭地を放置するより、再湿潤化したほうが地球温
暖化への影響度が低いとしている。
　泥炭地再生の努力は始まっているが、もっと大き
な規模で行われることが必要で、また、特に排水
され過度に利用された泥炭地がもたらしていた経済
的機能を再構成するためには、相当の支出、取り
組み、社会的努力を必要とすることになる。多くの

ラムサール条約の関連資料
および決議
決議XIII.12：気候変動の調整に寄与する
国際的に重要な湿地（ラムサール条約湿
地）としての泥炭地特定のガイダンスに
関する決議

決議XIII.13：気候変動の緩和・適応等お
よび、生物多様性の向上と災害リスク軽
減のため劣化した泥炭地の再生に関する
決議

ラムサール政策ブリーフィングNo.5：排
水された泥炭地の復元：世界の気候目標
を達成するのに必要なステップ

BOX 16

場所で、「パルデカルチャー（再湿潤化された泥炭
地での耕作）」、つまり湿潤化した泥炭地での農業
と林業への移行が必要となる（ラムサール条約決議
XIII.19：Sustainable agriculture in wetlands, in 
2018を参照のこと）。泥炭地近くに多数の人が居住
する場所では、再生には困難が伴うかもしれない。
熱帯で泥炭地を再生するためには、再湿潤化した
泥炭地の上に熱帯雨林植生を再確立する必要があ
り、それは、さまざまな要因により困難である（Page
ほか 2009）。
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3.4　農業・都市開発・湿地管理の
分野横断的な統合・調整を強化する
必要がある

主要なメッセージ
1.	 農業は湿地を劣化させる重要な要因であり、また本来健全な湿地に依存

するものでもある。その影響は長い間認識されてきたにもかかわらず、
持続可能ではない農業の実践が湿地を劣化させ、破壊し続けている。

2.	湿地の改変を止め、水の利用と汚染物質を削減するためには、食生活
の変化への適応を含め、世界の農業システムを大きく変えることが必要
となる。

3.	清浄な水の供給など湿地が重要なサービスを提供している都市部におい
て、まさに世界的な人口集中が起こっている。

4.	湿地と、湿地がもたらす恩恵を組み込んだ都市計画・水資源計画は、都
市住民をより健康に、より幸福にする。このような恩恵があるというこ
とが都市部および都市周辺部のコミュニティに理解されれば、他の自治
体も類似モデルを採用しやすくなる。

5.	ラムサール条約は、都市の湿地の保護に向けて非常に優れた手段を講じ
た自治体を認定するために、「湿地自治体認証制度」を導入した。
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農業
　湿地の消失と劣化の傾向を逆転させ、同時に、
人口増加に対応して食糧を供給するためには、農
業の変革が必要である。現代農業は、増大する食
糧需要に対応してはいるが、湿地を含む環境悪化
を引き起こしてきた主要因であり、持続可能ではな
い。地球規模の変化が必要であることは以前から
認識されてきたが（FAO 2011, 2018）、湿地の賢
明な利用を確保するために十分な行動を取っている
地域はほとんどない。
　環境政策を改善し、現場に即したイニシアティブ
を方向付けるには、異なるタイプの農業（集約農業・
粗放農業・統合型農業）と、内陸湿地・沿岸湿地・
人工湿地との相互作用に関する知識が必要である。
重大な問題として、灌漑に必要な水の量と、他の
目的のための水を転用することの影響、および、淡
水や沿岸の生態系に対する農業による汚染の影響
などがある。気候変動は、これまで生産性が高かっ
た農業地域の生産性を低下させたり、生産できな
くする可能性をもたらしたりするが、地域によって
は以前よりも生産性が高くなる可能性もある。
　SDGsを達成し、湿地の賢明な利用を確保するた
めの政策を強化し、協調行動を取るには、農業・
水・湿地部局と環境部局間の対話を強化する必要
がある。土地と水の利用習慣の変更（例えば、水
のより効率的な使用）、制度的および財政的枠組み
の改善、環境政策と法律の強化の全てが、ここで
は重要となる。

持続可能な都市
　現在人類の半数（35億人）以上が都市に居住し
ている（United Nations 2020）。2030年までに50
億人以上が都市に居住し、2050年までには人口の
70％以上が都市部に居住すると予測されている
（United Nations 2018）。将来の都市拡大の90％
はアジアとアフリカで起こると見込まれている。
　都市は地球の土地全体の3％ほどを占めている
が、そのエネルギー消費量は60〜80％にのぼり、
炭素排出量に関しては、その75％を占めている
（United Nations 2018）。この急速な都市化は、
特に輸送、居住、廃棄物収集、水の供給、衛生
の面で、不適切で過剰なインフラとサービスを招い
た。このことで、上水道・下水・生活環境、そして
公衆衛生に負担がかかっている。例えば、現在、
都会のスラムに8億2800万人が暮らしているが、そ
こでは環境と健康の問題が広がっている（United 
Nations 2020）。
　歴史的に人間の集落は、淡水、食料、住まいな
ど生活に必要なものを入手するために、湿地に沿っ
て発展することが多かった（Ramsar Convention 
2013）。湿地は都市住民に重要な恩恵をもたらす
（WWT Consulting 2018）。とりわけ重要なのは、
洪水調節、水処理、水供給、レクリエーションと
余暇、教育、人の健康に対する湿地の役割である。
都会の湿地は重要な価値を提供している。例えば、
カンボジアのプノンペンにあるブエンチェンエク湿地
における、排水処理、食料、水供給サービスの経
済価値は、年間3,012万米ドルに相当する（Roほか 
2020）。
　しかしながら、都市化の進行は、湿地の排水・
埋め立て、湿地への建築、汚染、外来種の侵入な
どを招き、湿地が破壊される結果につながる事が
多い。都市部では、政治的要因も相まって、湿地
の消失と劣化が続いている。つまり、都市の湿地
の価値が過小評価され、都市計画に含まれず、調
整がとれず、管理不十分な状態に陥ってしまってい
る。
　持続可能な開発目標11は、都市を包摂的で安全
で回復力のある持続可能なものにすることを求めて
いる（United Nations 2015）が、この目標は達成
できるのだろうか。都市の湿地の保全・再生の重
要性を含め、その恩恵を認識することが重要であ
る。ラムサール条約決議XI.11「都市部および都市
周辺部の湿地の計画・管理のための原則」（Ramsar 

ラムサール条約の関連資料
および決議
決議XIII.19：湿地における持続可能な農
業

ラムサール政策ブリーフィングNo. 6：人々
と湿地を守るための農業変革

ラムサール・ブリーフィングノートNo. 13：
湿地と農業～慣行農業の影響と持続可
能性への道筋

BOX 17
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　「ガーデンシティ」、「都市と生物多様性」、「スポ
ンジシティ2」などの都市のイニシアティブは、都市
型統合的水管理、健康への利益、生物多様性保
全をもたらす湿地の重要性を認識することを通して
これらの原則を実質的に採用している。ラムサール
条約決議XII.10「ラムサール条約の湿地自治体認
証」（Ramsar Convention 2015）は、自治体に対し、
都市部を居住可能で持続可能にするために湿地が
果たす重要な役割を讃えて当認証に申請することを
推奨している。これまでに、中国・フランス・ハン
ガリー・韓国・マダガスカル・スリランカ・チュニジ
アの18市が認定されている。

ラムサール条約の関連資料
および決議
決議XII.1：都市および都市周辺部にある
湿地の管理計画の原則

決議XII.10：ラムサール条約の湿地自治
体認証

決議XIII.16：持続可能な都市化、気候変
動と湿地

BOX 18

Convention 2012）は、都市計画策定者と意思決
定者に対して以下の実践的原則を採用するよう奨励
している。
•  �残存湿地の破壊を避ける。
•  �都市インフラに対する自然を活用した解決策
（NbS）の一部として、湿地の再生・創出を行う。
•  �都市の湿地の価値・利益を理解する。
•  �先住民や地域社会など、すべての利害関係者
を都市の湿地の意思決定に組み込む。

•  �水資源管理・輸送・農業など、空間計画のより
広い要素を認識した都市計画に、湿地を完全
に統合する。

　ラムサール条約決議XIII.16「持続可能な都市
化、気候変動と湿地に関する決議」もまた、都市
部および都市部周辺の湿地に悪影響を与える可能
性のある活動の抑止を奨励している（Ramsar 
Convention 2018c）。

2 スポンジシティ：都市の地表面に水を貯めて大雨から街を守り、暑いときには土や植物から水が蒸発して涼しさ
を生み出す、スポンジのような機能を持つ都市づくりのコンセプトのこと。都市の雨水管理と冷却を体系的に行う
ことを目的とする。
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4.1 採択から50年を迎えたラムサール条約

　2021年8月30日、第75次国連総会は、加盟75か
国の共同提案によって、ラムサール条約が採択され
た2月2日を、国連の「世界湿地の日」とする、とい
う決議を採択した。このことは、50年にわたって湿
地を保護して来たラムサール条約の独自の役割の
承認という重要な意味を持つ。
　湿地を法規に基づいて保護することの必要性が
最初に認識されたのは北米であった。次に世界の
湿地に対する評価を高めたのは、一つは1962年に
国際水禽湿地調査局（International Waterbird 
and Wetland Research Bureau, IWRB）と国際自
然保護連合（IUCN）が立ち上げた「Marプロジェ
クト」である。ここで「Mar」とは、marsh（英語）、
marismas（スペイン語）、marais（フランス語）、
marécages（フランス語）など、湿地に関するさま
ざまな言葉の語幹である。もう一つは、1964年に
IWRBが出版した冊子「Liquid Assets（訳註：流
動資産を指すが、液体である「水」にかけた書名）」
である。この冊子は、湿地のレクリエーション、科学、
教育における価値を説明し、湿地の乾燥化の経済
性と危険性について議論し、湿地の積極的な利用、
保全および管理を概説したもので、その中心となる
メッセージは、ベルギーのレオン・リペンス（Leon 
Lippen）伯爵による序言に要約されている。「野生
生物という宝を持っている素晴らしい沼地を残らず

干し上げてしまうということは、ジャガイモを植える
ためにシャルトル大聖堂（フランスの著名な大聖堂・
ユネスコ世界遺産）を壊すことと同じくらい馬鹿げ
たことである。」（Matthews 1993）
　ラムサール条約の草案作成は、水鳥の減少につ
いての関心をきっかけとして始まったが、1971年イ
ランのラムサールにおける条約採択の最終協議にむ
けた演説では、湿地について、単にすべての生物
多様性のためだけでなく、人々にとっても重要であ
るという広い視点が次のように示された。「湿地と
水鳥の保全は決して他と切り離されたプロジェクト
ではない。それは、私たちの自然環境、その動植
物の保全の中心部分である。」「私が伝えたいのは、
生物圏の劣化スパイラルに陥った時代に、湿地保
全の概念をより広く適用することを躊躇したり、遅
らせたりしている時間はないということである」
（Firouz 1972）。

主要なメッセージ
１．	ラムサール条約は、湿地の管理に関する国際協議と合意形成を行う場と

して中心的な役割を担っている。
２．	ラムサール条約湿地は、さまざまな環境条件、制度上の圧力、管理体制の

下で、持続可能な湿地管理を達成するための実験室の役割を果たしてい
る。

３．	ラムサール条約は、SDGs、生物多様性および気候に関する国際目標な
ど、湿地に関する地球規模の目標に対して、実施や進捗状況確認の手段
を提供する。

４．	ラムサール条約は、国連生態系回復の10年の期間、湿地復元の意欲的な
努力に対する基盤を提供する。

Convention on Wetlands |  世界湿地概況 2021 特別版    45



4.2 ラムサール条約は、自然保護および社会
の利益を統合する、湿地の賢明な利用のため
の包括的なパートナーシップである
　湿地はこの地球上のどこにでも存在する。湿地
は、山 と々海洋とをつなぎ、また国境を越えて広が
り、それぞれが強く結びついている。湿地は人々の
生活と健康や幸福を広く支える生態系サービスを提
供しており、地球上でもっとも価値のある生態系で
もある。
　私たちの時代を特徴づける「生物多様性と気候
危機」という課題に取り組み、持続可能な開発を
達成するには湿地生態系が重要な役割を担ってい
る、という認識が広がりつつある。これらの課題
は究極的には互いにつながっており、解決策が共
通であることもよくある。湿地の喪失を食い止め、
また復元の規模を早急に拡大しなければ、地球規
模の生物多様性、気候変動、あるいは持続可能な
開発の各目標を達成することはできないだろう。
　50年前、狩猟関係者、科学者の中で先見の明
を持つ人々、そして政府関係者の間では、湿地に
関する世界的な取り決めの必要性が明らかになりつ
つあった。それから半世紀、ラムサール条約の基
本的使命は、更に差し迫り、かつてないほど明白
になっている。湿地の恩恵を継続的に享受しなが
ら、湿地に必要な保護をしていくためには、世界

的な協力が必要である。
　2,500か所に及ぶラムサール条約湿地のネット
ワークには、世界で最も重要な湿地も含まれ、良
好な状態を確実に保つことができるよう管理されて
いる。個々の湿地の中に複数の所有者や管理モデ
ルがある場合もあり、これらの湿地は、保全と賢
明な利用という概念を試し、深めるための一連の生
きた実験室となっている。ラムサール条約が触媒と
なって作られたツールや能力養成の仕組みは、湿
地の管理のみならず、すべての湿地の賢明な利用
のための政策の策定や実施を支えている。締約国
会議への報告は、SDGs目標6のような広い社会的
目標にむけた進捗を含むデータを提供し、その他
の指標枠組みにも適合することのできるモデルを提
供している。
　湿地の良好な管理、種の保全状況の改善、生態
系回復の進展、水の安全保障または緩和措置によ
る便益など、成功事例は数多く存在する。それに
もかかわらず、世界の湿地は未だに危機的な速度
で失われつつある。先見の明を持った人々がイラン
のラムサールで集まり、湿地の世界条約を確定して
50年、ラムサール条約をすべての観点で確実に履
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行することの必要性は、ますます差し迫っている。
ラムサール条約の確実な履行により、生物多様性
保全、気候変動対策、そして持続可能な開発を達
成する、これまでにない機会である。

潮流を変える10年間－国連生態系回復の10年
 「国連生態系回復の10年」が2021年6月か
ら始まった。このイニシアティブの一連の原
則は、2021年世界自然保護会議（WCC2021）
で立ち上がった（FAOほか 2021）。このイニ
シアティブは、環境について語られてきた喪
失と失望の物語を逆転させ、地球の生態系を
回復させるための速度と意気込み、専門知識
の拡大を希求する。ラムサール条約は、ブルー
カーボン生態系（マングローブ林、海草・海
藻藻場、海岸湿地）や泥炭地の回復のため
の助言と好事例を提供できる専門家を集める
という、極めて重要な役割を担っている。

　「国連生態系回復の10年」は、緊急性につ
いて強調している。なぜなら、劣化の状態が
進むほど、そしてそれに対する対応が遅れる
ほど、回復のコストと困難さが増すからであ
る。生態系の回復力を著しく向上させたり、
炭素蓄積および生物多様性の保護に寄与する
可能性のある意欲的な回復プログラムが進行
中であったり、それらが多くの地域で提案さ
れていたりする一方で、回復のための世界的
な目標やターゲットは、これまでのところ達
成されてない。それゆえ、真剣な努力を重ね
ることが急務であるため、国連生態系回復の
10年は、このようなプロセスを立ち上げよう
としている。

BOX 19

IPBESによる「土地劣化と再生に関する評価
報告書」（2018）は、次のように報告している。

「既存の多国間環境協定は、土地劣化の防止
と削減を実現し、再生を促す行動のために、
かつてないほど広範で野心的なプラット
フォームをすでに提供している。しかし、こう
した国際協定を通じて土地劣化が実質ゼロに
なり、生物多様性の消失がなく、人々の福利
が高まった世界を作り出すためには、これら
の確立したメカニズムを国および地域レベル
で活用し、実施するためのより深い関与と効
果的な協力が不可欠である。」

「湿地を天然のインフラとして扱うことは、
水・食料の安全保障、気候変動の緩和・適
応などの幅広い政策目標の達成に寄与する。
再生された湿地では、50年から100年以内
に大半の生態系サービスおよび機能が回復

し、生物多様性と人々の福利の両方に幅広い
便益をもたらす。淡水貯水池、河川流域、沿
岸水域における湿地の役割を考慮し、生物と
非生物的環境との相互作用領域の評価・回復
を目的とした指標および再生目標を設定すれ
ば、今後の湿地再生の取組が大幅に強化され
る可能性がある。」

「土地劣化に立ち向かい、それによって地球
全体で何百万人もの人々の生活を変えるため
の既知で実証済みの行動の実行は、時間が
経過するにつれますます困難になり、費用も
高くなる。不可逆的な土地劣化を予防し再生
手段の実施を加速するために、緊急かつ大胆
な取組の変更が必要とされている。」

「行動を起こすこと（劣化した土地の再生）に
よる利益は、行動しないこと（土地劣化の継
続）のコストよりも大きい。」

BOX 20
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BCE: ブルーカーボンエコシステム　Blue carbon ecosystem

CBD: 生物多様性条約　Convention on Biological Diversity

COP: 締約国会議　Conference of the Contracting Parties

EEA: 欧州環境機関　European Environment Agency

EU: 欧州連合　European Union

FAO: 国連食糧農業機関　Food and Agriculture Organization of the United Nations

FPP: 森林に住む民族のためのプログラム　Forest Peoples Programme

G7: カナダ、フランス、ドイツ、イタリア、日本、英国、アメリカの7カ国で構成される政府間フォーラム	
Group of Seven, an intergovernmental forum consisting of Canada, France, Germany, Italy, Japan, 
the United Kingdom and the United States.

G20: 19カ国の政府間フォーラムおよび欧州連合の20から成るグループ	
Group of 20, intergovernmental forum of 19 countries and the European Union

IFRC: 国際赤十字連盟　International Federation of the Red Cross

ILRI: 国際家畜研究所　International Livestock Research Institute

IPBES: 生物多様性および生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム	
Intergovernmental Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services

IPCC: 気候変動に関する政府間パネル　Intergovernmental Panel on Climate Change

NDC: 気候変動に関する国連枠組み条約の「国が決定する貢献」	
Nationally Determined Contributions to the UNFCCC

OHCHR: 人権高等弁務官事務所　Office of the High Commissioner for Human Rights

REDD+: 途上国における森林減少・森林劣化に由来する排出の抑制、並びに森林保全、持続可能な森
林経営、森林炭素蓄積の増強	
Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation programme＋

SDG: 国連の持続可能な開発目標　United Nations Sustainable Development Goals

UN: 国際連合　United Nations

UNCCD: 国連砂漠化対処条約　United Nations Convention to Combat Desertification

UNEP: 国連環境計画　United Nations Environment Programme

UNESCO: 国連教育科学文化機関組織（ユネスコ）	
United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization

UNFCCC: 気候変動に関する国際連合枠組条約	
United Nations Framework Convention on Climate Change

UNGA: 国連総会　United Nations General Assembly

WEF: 世界経済フォーラム　World Economic Forum

WHO: 世界保健機関　World Health Organization

WWF: 世界自然保護基金　Worldwide Fund for Nature （World Wildlife Fund in North America）
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